
◇ピンチをチャンスに◇
⇒社会システム転換好機⇒危機は旧弊排除正当化◇
⇒男女の自立、個々人の評価基準の多様化、保育と介護の社会化～
・「自律と共同」から「自立と共生」をへて「自立と協働」へ
・子ども観の転換：「家の子」⇒「国の子」⇒「私の子」⇒「社会の子」

◇社会システム転換への担い手育成に◇
⇒高齢者＋国民概念の改編⇒法制度の組み換え
⇒就業と福祉の制度改編⇒エイジレス＋異文化混在＋税と保険の個人化
⇒多様＋多元＋可変の日常化⇒市民協働の常態化

・意図せざる？少子化（当然の結果としての人口オーナス⇒負担の分担）
⇒今（学習時）と近未来（自立時）の不連続性⇒構造転換
⇒社会移動の手段（梯子）としての教育の予定調和の「ゆらぎ」
⇒企業（夫の保険）と家族（専業主婦）の負担割合の縮減
⇒日本型中福祉中負担政策・制度・論理の社会的基盤の「ゆらぎ」

・グローバル化⇒大競争時代⇒東アジアの変動
⇒国と軍の棚上げと単一民族富国化幻想の顕在化
⇒「公（官）＞私（民）」＋「仕事＞家庭」＋「教師＞親」＋「男＞女」
⇒入れ子構造の「公」と「私」の関係の流動化

⇒日本型戦後国民教育政策・制度・論理の前提の「ゆらぎ」

政府

家庭

ネット環境≒テリトリー閉鎖環境

認定 こども園

多様な保育

小学校
中学校

公

私幼稚園

公立保育園

私立保育園
（認可・認可外）

公幼稚

幼児教育

高等学校

博士

修士

医学系

スタートカ
リキュラム

保育
学童保育・子ども教室

高度なスポーツ・芸術系教室

学習塾・予備校

家族（晩婚・高齢出産、早婚→未熟、児童なし8割に、未婚男3割以上）
（単独3割～4割：都市部に後期高齢者数激増、単身男女が多数派に）

地域概念変貌：血縁+地縁→値縁（利害）+知縁（好悪）→社会層分断化

多様な社会的活動

家族 家族

家族

職域PTA活動・学校ボランティア・学校評議員～

習い事・学童保育・学習塾

教育課程（教科・道徳・特活・総合）、特支、ITC、生徒指導、校
務、財務、労務厚生、PTA、評議員会・・学外対応・・

教師の教師・教育・学校・子ども・保護者・地域～認識・

自治体福祉行政：子ども子育て支援新制度

自治体教育委員会行政：指導、管理、条件整備、人事、連携、情報提供

国の省庁・部局による法と通達 ⇒ 文科 ≩ ≨ 厚労・・内閣府・・総務・・法務・・経産・・国交・・農水・・外務

受験指導・キャリア教育、法教育、交通指導・・・

部活・学校外活動・・・
バイト

パート、派遣、非正規
正規、キャリア、現
地、総合職、転勤、

扶養家族

国民健康保険・年金
（社会保険・厚生年金）

ジェンダーバイアス

私学志向層
外富外貧

特支
貧困層

共済保険・年金
社会保険・厚生年金、

人口減少問題視の背景⇒戦後少産
化政策・運動による経済成長（人口
ボーナス：富の拡大）がもたらす当然
の結果（人口オーナス：労働力縮小
→負担の拡大）への無自覚

大学・短大

専修・
専門

ICT
サービス・観光
（販売・福祉・飲食）
製造・技術・建築

農林水産

アクティブラーニング

メタ
認知

非認知
能力

カリキュラムマネジメント

多様 多元 可変

家事・育児・介護

自己表現、臨機応
変、個性顕現、選択
力、開放性、外向性、
勤勉性、協調性～

協働実現力

グローバル化→大競争時代
人口減少⇒人口オーナス（負担の分担）⇒システム転換好機

情
報
環
境

推計人口が描く人口減少社会の再定義 → 生涯学習・教育システム再構築 → NPOを含む市民協働システムの創生
103万、130万、3号被保険者

義務（前期1-4）

中高一貫校

教育（中期5-7） 学校（後期 8-9）



少なくなった子どもの教育課題子どもを少なくした
社会的要因改編への要請

・意図せざる？少子化（当然の結果としての人口オーナス⇒負担の分担
⇒今（学習時）と近未来（自立時）の不連続性⇒構造転換
⇒社会移動の手段（梯子）としての教育の予定調和の「ゆらぎ」
⇒企業（夫の保険）と家族（専業主婦）の負担割合の縮減
⇒日本型中福祉中負担政策・制度・論理の社会的基盤の「ゆらぎ」

・グローバル化⇒大競争時代⇒東アジアの変動
⇒国と軍の棚上げと単一民族富国化幻想の顕在化
⇒「公（官）＞私（民）」＋「仕事＞家庭」＋「教師＞親」＋「男＞女」
⇒入れ子構造の「公」と「私」の関係の流動化
➡日本型戦後国民教育政策・制度・論理の前提の「ゆらぎ」

◇ ピンチをチャンスに ◇
⇒社会システム転換好機⇒危機は旧弊排除正当化
⇒男女の自立、個々人の評価基準の多様化、保育と介護の社会化～
・「自律と共同」から「自立と共生」をへて「自立と協働」へ
・子ども観の転換：「家の子」⇒「国の子」⇒「私の子」⇒「社会の子」・

◇社会システム転換への担い手育成に
⇒高齢者＋国民概念の改編⇒法制度の組み換え
⇒就業と福祉の制度改編⇒エイジレス＋異文化混在＋税と保険の個人化
⇒多様＋多元＋可変の日常化⇒市民協働の常態化

人口減少時代に応じた
社会システム転換の要請

年次 0～14
％

15～64
％

65以上
％

平均年齢歳

1950 35.4 59.7 4.9 26.6 
1960 30.0 64.2 5.7 29.1 
1970 23.9 69.0 7.1 31.5 
1980 23.5 67.4 9.1 33.9 
1990 18.2 69.7 12.1 37.6 
2000 14.6 68.1 17.4 41.4 
2005 13.8 66.1 20.2 43.3 

年次 0～14
％

15～64
％

65以上

％

平均年齢
歳

2010 13.1 63.8 23.0 45.0 
2015 12.5 60.7 26.8 46.5 
2020 11.7 59.2 29.1 48.0 
2025 11.0 58.7 30.3 49.3 
2030 10.3 58.1 31.6 50.4 
2035 10.1 56.6 33.4 51.3 
2040 10.0 53.9 36.1 52.1 

年次 出生 死亡 自然増

1880 884 603 281 
1900 1,421 911 510 
1947 2,679 1,138 1,541 
1960 1,606 707 899 
1973 2,092 709 1,383 
2000 1,191 962 229 

死亡中位仮定

年次 出生中位 高位 低位

2011 1,059 1,102 1,003 
2015 952 1,066 832 
2020 836 1,005 688 
2025 780 938 642 
2030 749 891 619 
2035 712 850 586 
2040 667 819 533 
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単 独 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他

人口減少問題視の背景
⇒戦後少産化政策・運動
による経済成長（人口
ボーナス：富の拡大）がも
たらす当然の結果（人口
オーナス：労働力縮小→
負担の拡大）への無自覚



　　　　　　　　年代別産業従業員数と分類の変遷 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変遷　　　　　　　　　　　　　　　一部変更

農 業 2,852 農 業 2,703 農 業 ・ 林 業 2,205 

林 業 67 林 業 47 

漁 業 253 漁 業 216 漁 業 177 

鉱 業 53 鉱 業 27 鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利 採 取 業 22 

建 設 業 6,289 建 設 業 5,392 建 設 業 4,475 

製 造 業 12,227 製 造 業 10,646 製 造 業 9,626 

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 351 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 280 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 284 

運 輸 ・ 通 信 業 3,902 情 報 通 信 業 1,624 情 報 通 信 業 1,627 

卸 売 ・ 小 売 業 ， 飲 食 店 14,318 運 輸 業 3,133 運 輸 業 ・ 郵 便 業 3,219 

卸 売 ・ 小 売 業 11,018 卸 売 業 ・ 小 売 業 9,804 

金 融 ・ 保 険 業 1,758 金 融 ・ 保 険 業 1,538 金 融 業 ・ 保 険 業 1,513 

不 動 産 業 747 不 動 産 業 860 不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 1,114 

サ ー ビ ス 業 17,263 飲 食 店 ・ 宿 泊 業 3,223 宿 泊 業 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業 3,423 

公 務 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の ) 2,143 サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） 8,820 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ・ 娯 楽 業 2,199 

分 類 不 能 の 産 業 749 教 育 ・ 学 習 支 援 業 2,702 教 育 ・ 学 習 支 援 業 2,635 

医 療 ・ 福 祉 5,353 医 療 ・ 福 祉 6,128 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 679 複 合 サ ー ビ ス 事 業 377 

公 務 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） 2,098 学 術 研 究 ・ 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 1,902 

分 類 不 能 の 産 業 1,146 サー ビス業 （ 他に分類されな いもの） 3,405 

公 務 （ 他 に 分 類 さ れ るものを除 く ） 2,016 

分 類 不 能 の 産 業 3,460 

（1000人）

2010年2000年 2005年

一次産業

二次産業

三次産業

日本標準産業分類

第１１回改定

（2002年3月） 日本標準産業分類

第１２回改定

（2007年11月）
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1,513 
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1,902 
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農業，林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

学術研究，専門・技術サービス業

サービス業(他に分類されないも…

公務(他に分類されるものを除く)

分類不能の産業
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